




















































































































(6) 清浦奎吾㈶明治法制史㈵（明法堂，1899 年）584 頁。






























ード氏起稿 註釈 民法草案 財産編）㈵（雄松堂出版，1999 年）viii┡ix 頁〔七
戸克彦執筆部分〕。
(14) 研究会・前掲注（9）7頁。引用中の①～③は筆者が付けたものであり，1項












































　その後は，若干の字句の修正を経た後(21)，1890 年（明治 23 年）4 月 21 日















































































年）3頁〔1878 年 2 月 15 日の講義〕。
(29) ボードリ・ラカンチヌリ著，松室致・飯田宏作・古賀廉造訳㈶仏国民法正解
契約編 上巻㈵（司法省，1888 年）〔同㈶仏蘭西民法正解 契約編 上巻・下巻
（日本立法資料全集 別巻 172）㈵（信山社，2000 年）〕2頁。他に，アコラス
著，小島龍太郎訳㈶仏国民法提要 契約編 上巻㈵（司法省，1883 年）〔同㈶同

























〔同㈶同　日本立法資料全集 別巻 160㈵（信山社，2000 年）〕199 頁）。




(32) 福島正夫編著㈶明治民法の制定と穂積文書㈵（有斐閣，1956 年）16 頁。
(33) 山脇玄，今村研介（共訳）㈶撒遜国民法 第壱冊㈵（1886 年）ないし㈶同 第八
冊㈵（出版年不明）国立国会図書館デジタルコレクション所蔵（http://dl.nd









　その後，主査会において，1893 年 6 月 6 日に，民法典の目次についての
提案である甲 1号議案が提出された(35)。これによると第 3編の標題は，旧
民法典と異なり，〈人権〉と改められたものの，同編第 1章〈総則〉の中は，
旧民法典を引きずり，第 1節〈債務ノ効力〉，第 2節〈債務ノ態様〉，第 3節
〈債務ノ消滅〉と，А債務Бの観点から規定が置かれている(36)。
　主査会での債権・債務に関する議論は，元田肇による問題提起から始まっ












雄・星野英一編㈶民法典の百年 Ⅰ㈵（有斐閣，1998 年）18 頁）。
(36) 法典調査会㈶民法主査会議事速記録 民法決議案 民法第一議案㈵（日本学術振
興会）3┡4 頁。

























































































(50) 法典調査会㈶民法議事速記録 第十七巻㈵（日本学術振興会）109┡110 頁。
(51) 法典調査会・前掲注（50）110 頁。
(52) 法典調査会・前掲注（36）182 頁。







































































































































































































(67) 須賀喜三郎㈶債権総論㈵（巖松堂書店，1938 年）2┡6 頁や高島平藏㈶債権総


































































　本稿第 1部第 1章では，サヴィニーによる Obligatioの定義に関し，Аあ
る者の行為が相手方に服されるという，特定の二当事者間の関係Бという説
(72) 川名兼四郎㈶債権法要論㈵（金刺芳流堂，1915 年）7┡8 頁。
(73) 横田秀雄㈶法学論集㈵（清水書店，1924 年）4頁。
(74) 中島玉吉㈶債権総論㈵（金刺芳流堂，1928 年）2頁。

























(76) 拙稿・前掲注（34）55┡58 頁，75┡77 頁。
(77) 飯島喬平㈶民法要論㈵（早稲田大学出版部，1911 年）409 頁。
(78) 岡村玄治㈶債権法総論㈵（巖松堂書店，1940 年）2┡3 頁。




(80) 吾孫子勝㈶債権法要論㈵（巌松堂書店，1928 年）28 頁。これに続けて，А但シ
欧羅巴ニ於テハ従来義務ノ方面ヨリ視テ，債務又ハ債務関係ナル言葉ヲ用フ
ルヲ常トスБと説明されている（同頁）。






























(83) 中村万吉㈶民法通論 財産編㈵（東山堂，1936 年）215 頁。
(84) 西村信雄㈶債権法総則㈵（甲文堂書店，1935 年）3頁。
(85) 末川・前掲注（67）16 頁。




























　本稿第 1部第 2章では，1882 年版のキューベル部分草案第 1章 1条にお
(88) 石本雅男㈶債権法総論㈵（法律文化社，1961 年）7┡8 頁。


























(91) 土方寧㈶民法債権法講義 上巻㈵（東京帝国大学，1910 年）3頁。
(92) 烏賀陽然良㈶債権総論綱要 上㈵（巌松堂書店，1924 年）3┡4 頁。
(93) 沼義雄㈶民法要論 債権編㈵（巖松堂書店，1928 年）1頁。





























eance，dette を生じさせる包括的な関係 des obligations を
(95) 沼・前掲注（94）56 頁（注）。
(96) 勝本正晃㈶債権総論概説〔訂再版〕㈵（巖松堂書店，1932 年）11 頁。
(97) 末弘厳太郎㈶債権総論㈵（日本評論社，1938 年）8頁。









































































































































































































義務（商 526 条 1 項），完全履行請求権，代金減額請求権（563 条 1 項・565





















(118) 船越隆司㈶債権総論㈵（尚学社，1994 年）16 頁。
(119) 淡路剛久㈶債権総論㈵（有斐閣，2002 年）8頁。























































































(129) 川井健㈶民法概論 3　債権総論〔第 2版補訂版〕㈵（有斐閣，2009 年）5頁。




























(133) Heinrich Mitteis, Deutsches Privatrecht ein Studienbuch, 1950, S.104.
（翻訳にあたっては，ハインリッヒ・ミッタイス著，世良晃志郎・広中俊雄訳
㈶ドイツ私法概説㈵（創文社，1961 年）238┡239 頁の訳文を参照した。）


























































(143) 北川善太郎㈶債権総論〔第 2版〕㈵（有斐閣，1996 年）15 頁。
(144) 北川・前掲注（143）15 頁。
















































































































































































































































































































































































































負契約における注文者の義務を中心にБ早稲田法学会誌 44 号（1994 年）1頁
以下，原田剛А仕事完成前の注文者の解除Ё信頼関係破壊法理と任意解除権
の流用ЁБ法と政治 62 巻 1 号上（2011 年）275 頁以下，内山尚三・山口康夫
㈶請負（叢書民法総合判例研究）〔新版〕㈵（一粒社，1999 年）等がある。
(177) 生田・前掲注（176）24┡27 頁及び笠井・前掲注（176）270┡271 頁による。主
に，東京控判昭和 9年 7月 20 日法律新報 376 号 12 頁（内山ら・前掲注


























前掲注（176）229 頁），名古屋地判昭和 53 年 12 月 26 日判タ 388 号 112 頁な
ど。
(178) 原田・前掲注（176）280┡287 頁による。特に，東京高判平成 11 年 6 月 16 日
判タ 1029 号 219 頁，東京地判平成 16 年 3 月 10 日判タ 1211 号 129 頁，名古


























































の議論の分析Б産大法学 48 巻 3=4 号合併号（2015 年）22┡23 頁参照。例え
ば，民法（債権関係）部会第 17 回会議（平成 22 年 10 月 26 日）における新
谷信幸委員の発言など（商事法務編㈶民法（債権関係）部会資料集 第 1集

























(185) Maurits Barendrecht=Chris Jansen, Principles of European Law, Service
Contracts (PEL SC), 2007.
(186) Study group on a European Civil Code, Principles, Definitions and Model

























(188) なお，DCFR第 4編第 C部第 2章〈役務提供契約の申込みに関する特則〉の
























































































(191) Karl August Dominikus Unterholzner, Philipp Eduard Huschke, Quellen-
m
ψ
assige Zusammenstellung der Lehre des r
ψ
omischen Rechts von den
Schuldverh
ψ



























としては，1853 年ヘッセン草案（①第 4編 5条，②同編 261 条 1 項，③同編
227 条），1861 年バイエルン草案（①220 条 1 項，②159 条，③164 条），1865
年ザクセン民法典（①1019 条，②953 条），1866 年ドレスデン草案（①12┡13
条，②321 条前段，③341 条），1881 年版キューベル草案（②273 条 1 項，③
301 条）1882 年版キューベル草案（②第 4章第 1節 1条 1項・同章第 2節 1
条，③第 5章第 1節 1条），BGB第一草案（②293 条・314 条，③263 条），

























論下冊㈵（有斐閣，1925 年）322 頁や中島・前掲注（74）217 頁等にみられ，
近時は，潮見佳男㈶債権総論Ⅱ〔第 3版〕㈵（信山社，2008 年）528┡531 頁や
清水・前掲注（99）187┡190 頁にも記述がみられる。
(194) 商事法務編㈶民法（債権関係）部会資料集 第 1集〈第 1巻〉㈵（商事法務，
2011 年）140┡141 頁（山川隆一幹事発言）。この点については，水野謙А債務
不履行と不法行為の帰責構造Ё債権法改正の経緯に着目してБ安永正昭ら監



























(195) 道垣内弘人Аさみしがりやの信託法Б法学教室 332 号（2008 年）117 頁。
(196) この点については，BGB 242 条のА取引慣行Б（Verkehrssitte）という概念
の解明とも関連してこよう。同条の立法経緯も扱っている文献としては，
Nadia Al┡Schamari, Die Verkehrssitte im§242 BGB Konzeption und An-













　※本研究は JSPS 科研費 JP19K13553 の助成を受けたものである。
(197) 本稿で検討する体系書の中では，片山・前掲注（103）1┡2 頁，林・前掲注
（141）273┡274 頁，石本・前掲注（88）149 頁，柚木・前掲注（113）398 頁，
清水・前掲注（99）281 頁がある。
(198) 蓮田哲也А契約責任の時間的延長に関する一考察（1）契約余後効論を素材に
してБ白鴎法学 24 巻 3 号（2018 年）133 頁以下，同А同（2）Б同 25 巻 1=2
号（同年）135 頁以下等。
債権関係概念の再考
(259)
(法学 2019) 83Ё2Ё109
